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1．はじめに








　周知のように、日本の 0 から 14 歳までの年少人口と 15 から 64 歳までの生産年齢人口はそれ
ぞれ 1980 年代初頭と 1990 年半ば以降減少に転じた。その反面、65 歳以上人口は 1980 年代後半
から上昇率が加速している。2019 年 9 月 16 日の敬老の日にあわせて、総務省が 15 日時点の 65

















の 3588 万人に達し、総人口の 28.4％を占める。そのうち、75 歳以上の高齢者人口は 53 万人増
え 1848 万人となり、総人口の 14.7％を占めることになった。超高齢化社会を支えるさまざまな
制度の再構築が急務と言われているなかで、最近、高齢者介護業界における人材不足の問題は特
に注目されている。2015 年 6 月に厚生労働省が発表した「2025 年に向けた介護人材にかかる需





資格を取得した外国人留学生に対して創設された新たな在留資格「介護」（2017 年 9 月から）、
③外国人技能実習制度の見直しによる介護分野への対象職種の追加（2017 年 11 月から）、④出
入国管理および難民認定法の改正により創設された介護分野でも適用できる新たな在留資格「特
定技能」（2019 年 4 月から）の 4 つが存在する。2018 年後半から、日本国内の介護事業者や人材
斡旋業者の間で外国人介護人材の受け入れに関する動きが活発になってきている。
　筆者はこれまでに社会保障全体の日中比較研究や東アジアの高齢者福祉政策と介護制度の比較


























ことがあげられる。75 歳以上の高齢者におけるこの 2 つの特徴は介護サービスの需要の増加を
もたらしている。
　図 1 は 65 歳以上の人口のなかで年齢層別要介護（要支援）と認定された高齢者の割合を示し
たものである。それによれば、75 歳以下の高齢者の要介護認定率が低いが、75 歳以上の高齢者
の認定率は年齢の上昇とともに急速に上っていく。特に 80 歳以上の人口は要介護（要支援）認
定率がさらに急激に上昇する。加齢にともなう身体能力の低下により、80～84 歳の層の約 3 人
図 1　年齢別要介護（要支援）の認定率
注：2016 年度では 65 歳以上人口は約 3461 万人であるが、そのうち要介護（要支援）の認定者数が
約 626 万人であるため、65 歳以上平均認定率が 18.1％である。
出所：厚生労働省『介護給付費等実態調査月報（平成 28 年 10 月審査分）』の「認定者数、要介護
（要支援）状態区分・性・年齢階級・都道府県別（閲覧　第 4 表）」と社会保障人口問題研究所
『日本の将来推計人口（平成 29 年推計）』の「表 1-9（2）男女年齢各歳別人口（総人口）：出
生中位（死亡中位）推計（平成 28 年）」とのデータにより筆者作成。
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に 1 人、85～89 歳の層の約 2 人に 1 人、95 歳以上の場合はほぼすべての方が何らかの介護サー
ビスを必要とする。
　また、年齢区分別人口の推移と将来推計を示している図 2 を参照すれば、今後 75 歳以上の高
齢者の人数が急速に増加していくことがわかる。1980 年代後半から、65 歳以上の高齢者人口は
増加のペースを速めたが、90 年代後半からは 75 歳以上の高齢者の増加速度が急上昇した。2018
年、75 歳以上の人口は 1798 万人に上り、初めて高齢者全体の半数を上回った。さらに、2025 年
に戦後第 1 次ベビーブームで生まれた団塊世代は全員が 75 歳以上になり、75 歳以上の人口はさ





保障人口問題研究所が発表した『日本の将来推計人口（平成 29 年推計）』によれば、2060 年ま
で 75 歳以上の後期高齢者人口は継続的に増えていくが、20～64 歳人口は 2000 年初頭にピーク
を迎えてから縮小傾向が続くことが推計されている。2060 年あたりの生産年齢人口の中心であ






























ば、2015 年 6 月に厚生労働省が発表した「2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）
について」では、2025 年時点の介護人材の需給ギャップが約 37.7 万人と推計されている。また、













きたが、2002 年にシンガポールとの最初の EPA 締結以来、2019 年 12 月末まで 21 か国・地域
と 18 の EPA を発効させた（5）。
　EPA において、「人」の国境を超えた経済活動の促進も経済関係を強化するための目的の 1 つ
であるため、EPA の枠組のなかで外国人介護人材の受け入れを模索することが自然な流れだと
思われる。一連の交渉を経て、EPA に基づく受け入れはインドネシア（2007 年 8 月署名、2008
年 7 月発効）、フィリピン（2006 年 9 月署名、2008 年 12 月発効）とベトナム（2008 年 12 月署



























受け入れ開始年 2008 年 2009 年 2014 年
来日前の日本語研修期間 6 カ月 6 カ月 1 年
日本語能力（入国要件） 日本語能力試験 N5 以上 日本語能力試験 N5 以上 日本語能力試験 N3 以上
来日後の日本語研修期間 6 カ月 6 カ月 2.5 カ月

















よると、2018 年度末までで合計約 4300 人の受け入れが行われている。そのうち、介護福祉士国
家試験を受験した者が初年度（2011 年度）の 95 人から 578 人（2018 年度）に増加し、受け入れ
以来の受験者数合計が 2174 人である。国家試験に合格し介護福祉士となった者も初年度（2011
年度）の 36 人から 266 人（2018 年度）に増えたが、合格率は依然として 40％台半ばにとどまっ
ている（2011 年度約 38％、2018 年度約 46％）。
3.2　在留資格「介護」（「介護留学制度」）による外国人介護人材の受け入れ
　上記の EPA の枠組に加え、2016 年 11 月、「出入国管理および難民認定法の一部を改正する法






















　改正入管法と同様に、2016 年 11 月に「外国人の技能実習の適正な実施および技能実習生の保
















　2017 年後半から、中国、ベトナムなど 12 か国から介護技能実習生の受け入れが始まり、今は
特に地方の介護施設での受け入れが進んでいるようである。しかし、技能実習制度によって受け




　2018（平成 30）年 6 月 15 日の閣議で「骨太の方針 2018」が決定され、その中で新たな外国人
材の受け入れなどの内容があった。「骨太の方針 2018」を受けて、法務省ではまた出入国管理お
よび難民認定法の改正に着手した。




　上記のような急速な動きのなかで、新たな在留資格「特定技能 1 号」と「特定技能 2 号」が














　特定技能 1 号・2 号は労働市場での移動可能かどうかに関しても、技能実習制度と大きく異な
る。技能実習制度は受け入れ企業のみで原則 3 年間（最長 5 年間）実習労働に従事しなければな




























万円）、滞在管理費（JICWELS、2 万円／人）、斡旋手数料（JICWELS、13 万 1400 円／人）、送
出し手数料（4-5 万円／人）、日本語研修費用（日本語研修実施機関、36 万円／人）などがあ
る（6）。これらの費用は基本的に受け入れ施設側が受け持つことになる。受け入れ施設は、基本的

























を除き、EPA による受け入れをはじめ、外国人技能実習制度や在留資格「特定技能 1 号・2 号」
の受け入れにおいて、外国人介護人材の入国時および入国から一定期間後の日本語要件はかなり
















　EPA の場合は国家試験に合格できなければ最長 5 年の滞在・就労の後帰国しなければならな








ねてさまざまな対応策を打ってきた。EPA による外国人介護福祉士候補者の受け入れは 2008 年
度から始まり、その受け入れ人数は年々増えてきた。2018 年度までに合計約 4300 人を受け入れ、
808 箇所の施設等で雇用されてきた（10）。しかし、受け入れに最大人数の制限があり、また日本語
能力の問題もあるため、国家試験を受けた者は受け入れ人数の半分程度の 2174 人しかいない。
さらに介護福祉士の資格を取得した累積人数はわずか 985 人（合格率 45.3％）である。2025 年
時点で約 37.7 万人の介護人材が足りないという大きな問題を解決するために、EPA による外国
人介護人材の受け入れは役に立たないと考えられる。
　一方、介護福祉士の資格を取得し日本の介護事業所で働くため、外国人が日本の介護福祉士養
成校に留学するケースも増えており、留学生入学者数は、2016 年度は 257 人、2017 年度では





























































（ 1 ） 公益財団法人　介護労働安定センターが発表した各年度版の『介護労働実態調査』より引用した。
  http://www.kaigo-center.or.jp/report/index.html　（2019 年 12 月 21 日アクセス）
（ 2 ） 通所介護サービス、訪問介護サービス、各種老人ホーム、グループホーム、高齢者向け住宅サービ
ス（医療行為を行わないもの）などの高齢者向けサービスを主業としている事業者のことを指してい
る。
（ 3 ） 下記 HP の記事を参照。
  https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p190203.pdf（2019 年 12 月 22 日アクセス）
（ 4 ） 下記 HP の記事を参照。
  https://www.sankeibiz.jp/macro/news/180508/mca1805080500003-n1.htm（2019 年 12 月 22 日 ア
クセス）
（ 5 ） 外務省の HP による。https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000490260.pdf（2019 年 12 月 22 日アク
セス）
（ 6 ）『外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック』、p.12 を参照。https://www.mhlw.
go.jp/content/12000000/000496822.pdf　（2019 年 12 月 29 日アクセス）
（ 7 ）『外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック』、p.13 を参照。https://www.mhlw.
go.jp/content/12000000/000496822.pdf　（2019 年 12 月 29 日アクセス）
（ 8 ） 上林（2015）、p.94 を参照。
（ 9 ） 厚生労働省資料「介護分野における外国人人材に関する諸制度や動向について―技能実習制度な
ど―」を参照。http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kiban/fukushijinzai/taisakusuishinkikou
城西現代政策研究 第13巻 第２号16
/3_un-ei_kyogikai.files/14_korosho1.pdf（2019 年 12 月 29 日アクセス）
（10） 『外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック』、p.4 を参照。https://www.mhlw.
go.jp/content/12000000/000496822.pdf（2019 年 12 月 29 日アクセス）
（11） 同注（10）。
（12） 『平成 30 年度介護労働実態調査』を参照。
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